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9月議会へ②-3　新しい福祉（高齢者不明問題）の展開
（3）我がまちにおける高齢者所在確認業務の実態と、高齢者所在不明のような事実があるのかどうか伺う。

刻一刻と100歳以上高齢者の所在不明者数が増加していて、その深刻さがうかがい知れる。

この問題は①所在などを記載した住民基本台帳管理の問題。
②家族聴取の限界、個人情報保護の壁
③省庁足並みそろわず、その現場は市町村　という問題に絞られる
①所在などを記載した住民基本台帳管理の問題。

【住民基本台帳法】
（市町村長等の責務）第３条　市町村長は、常に、住民基本台帳を整備し、住民に関する正確な記録が行われるように努めるとともに、住民に関する記録の管理が適正に行われるように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
２　市町村長その他の市町村の執行機関は、住民基本台帳に基づいて住民に関する事務を管理し、又は執行するとともに、住民からの届出その他の行為に関する事務の処理の合理化に努めなければならない。《改正》平11法133
３　住民は、常に、住民としての地位の変更に関する届出を正確に行なうように努めなければならず、虚偽の届出その他住民基本台帳の正確性を阻害するような行為をしてはならない。
４　何人も、第11条第１項に規定する住民基本台帳の一部の写しの閲覧又は住民票の写し、住民票に記載をした事項に関する証明書、戸籍の附票の写しその他のこの法律の規定により交付される書類の交付により知り得た事項を使用するに当たって、個人の基本的人権を尊重するよう努めなければならない。
【職権削除】

住民の不在を確認した場合、自治体の判断で住民基本台帳から氏名を抹消する「職権削除」ができる。しかし、職権削除ができていないのが今回の問題。これは縦割り行政の弊害である。高齢者を掌握する担当部署（豊橋市の場合：長寿介護課）と住民登録を担当する部署（豊橋市の場合：市民課）、民生委員活動を掌握する部署（豊橋市の場合：障害福祉課）の連携不足

【外国人登録の問題】

もう一つの問題がある。外国人登録の問題である。従来の外国人登録制度が廃止され、住民基本台帳法の適用を受けるのはH24/7月からである。あと2年を切っているのに政令・省令が出てこないので、各自治体はそのためのシステム整備の予算も組めない状態にある事も指摘したい。
②家族聴取の限界、個人情報保護の壁

　家族の協力が得られずに実態が把握できなかったケースも多い。住民基本台帳法は住民の所在が確認できない場合、家族や親族等など限定した関係者への聞き取りができると定めているが強制的に室内に入る権限はない。足立区の111歳の白骨化した遺体が発見されたケースでは同居する家族が死亡届を出さなかった。また訪問した民生委員や区職員に対し家族が「会いたくない」と言っているなどとし、確認作業は民生委員が初めて訪問した９３年以降１７年間確認作業は進展していない。
【ここで問題になるのは民生委員の役割】
民生委員法では民生委員の職務を以下のように規定している

第13条　民生委員は、その市町村の区域内において、担当の区域又は事項を定めて、その職務を行うものとする。　第14条　民生委員の職務は、次のとおりとする。

1．住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。

2．援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関する相談に応じ、助言その他の援助を行うこと。

3．援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助を行うこと。

4．社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に連携し、その事業又は活動を支援すること。

5．社会福祉法に定める福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」という。）その他の関係行政機関の業務に協力すること。
2.　民生委員は、前項の職務を行うほか、必要に応じて、住民の福祉の増進を図るための活動を行う。
第15条　民生委員は、その職務を遂行するについては、個人の人格を尊重し、その身上に関する秘密を守り、人種、信条、性別、社会的身分又は門地によって、差別的又は優先的な取扱をすることなく、且つ、その処理は、実情に即して合理的にこれを行わなければならない。
のが民生委員である。
また、所在確認に有効な手段はあるのか
　健康保険や介護保険の利用履歴を所在確認に利用したケースもある。「生命の確認はプライバシーより尊重されるはずで躊躇する必要はない」という考え（東京都杉並区）、一方で「重要性を天秤にかける話ではなく、プライバシーは慎重に取り扱うべきだ」（横浜市）との意見があり、個人情報の壁が立ちはだかっているのいが現状。

③省庁足並みそろわず、その現場は市町村

　もともと国内最高齢者や100歳以上の高齢者数の把握は厚生労働省、住民基本台帳は総務省、戸籍は法務省、そして住民登録との食い違いの確認は自治体。

【100歳以上が問題なのか】

　また、三重県鈴鹿市は全国に先駆け100歳未満の所在調査に乗り出し、愛知県津島市は「厚生労働省の指示は百歳以上だが、自治体の責任として命の確認を進めたい」とし後期高齢者医療制度の対象となる７５歳以上の4946人の確認作業に入った。


【地域福祉計画】
　高齢者の孤立化を防ぐ地域住民の見守り活動など、各自治体が地域福祉の方針を定めた「地域福祉計画」について、今年３月末までに策定済みの市区町村は（850/1750）48.5％にとどまる。38.5％にあたる626市区町村では策定のめどが立っていない。
地域福祉計画は社会福祉法の基づき２００３年度以降に、高齢者や障害者らへの福祉サービスについて自治体ごとに策定する事が義務付けられている

この問題はきちんとしてきしなければならない。
【失われゆく人間のつながりをどう復活するか】

◎黄色い旗運動
朝起きたら「黄色い旗」を玄関先に掲げ、夕方には家の中にしまう。旗がかかっていないと、近隣の人が訪問して、「どげんかしたかえ」と、安否を確認する。

　大分県国東市の吉広地区で続けられている「黄色い旗運動」である。百四十四世帯の集落で、六十五歳以上の高齢化率は約４５％にのぼる。安心できる地域にしたいという願いから始まった。

会話できる地域めざし

　同様の運動は他の地域にもあるが、吉広地区の特徴はお年寄りの家だけに限らず、全世帯が取り組んでいることだ。一人暮らしに限ると、悪質な訪問販売などの標的になりかねないからだという。

　「逆に訪問販売がなくなりました」と同市社会福祉協議会の関係者は言う。「地域の警戒心が高まったのです。みんなが旗を気にかけ、住んでいる人のことを思うようになりました」

　興味深いのは、高齢者の見守りは実は建前で、地域での会話を増やすのが本当の目的だそうだ。

　「孤独死をなくすにはセンサー付きの家電製品でも可能です。でも、真に安心できる地域にするためには、顔が見え、会話ができる関係づくりが必要だからです」（中日新聞8/19社説）
◎長寿者不明の問題は、十年も二十年もの長い歳月に、社会の底辺で蓄積されてきた病巣といえる。現代の貧困とも切り離しては考えられない。住民基本台帳から消えた人々の問題に、行政などは早急に手を打たねばならない。

　高齢者の場合なら、安否確認や見守りの仕組みを立て直す。若・中年層の場合なら、さまざまな団体などと連携して、就労や福祉サービスなどにつなげる支援づくりに知恵を絞るべきである。

つながりの再構築を

　地方での「黄色い旗運動」を大都会で展開するのは、恐らく困難だ。だが、「寂しくて誰かと話したい」という声は、都会ほど満ちているはずだ。個族時代こそ、他者とのつながりを再構築する「輪族」化が希求されている。行政の力ばかりでなく、地域の人々がお互い、心の中で「黄色い旗」を気にかけることが、支え合い社会の出発点となろう。（中日新聞8/19社説）
◎ヤクルトグループは全国約150の自治体などから高齢者らの見守りを兼ねた配達の委託を受けている。東京都足立区では区社会福祉協議会が年間約800万円の飲料代を全額負担し、約800人が利用している

「顔を見て安否確認することが大切。しかし行政や民生委員だけでは地域の高齢者を見守っていくには限界がある」同協議会の話。（読売新聞8/20　不明高齢者）
◎近所づきあいに関する内閣府調査（２００９年、全国の６５歳以上の男女約3500人が回答）
	
	東京23区

政令市
	人口10万人以上の市
	人口10万人j未満の市
	町村
	全国平均

	親しく付き合う
	28％
	35
	46
	55
	39

	立ち話程度
	34％
	30
	29
	26
	30

	あいさつ程度
	32％
	29
	18
	14
	25

	ほとんどない
	6％
	6
	6
	5
	6


東京２３区と政令市で地域とお年寄りの「疎遠さ」を印象づけた。（読売新聞8/20　不明高齢者）
そうすると高齢者不明問題は「100歳以上」の高齢者だけでも300人にせまっているが、ほとんどの市町村では該当案件は存在していない事が明確になってきている。

よって

１.高齢者不明問題の認識と対応について

（1）この夏、社会問題になった高齢者不明問題と我がまちの実態について伺う
（2）「100歳以上」については国からの指示があり調査されたが、100歳以下の特に独居老人等の掌握について伺う
（3）「地域福祉計画」で定められた地域住民の見守り活動等の取組みについて（地域住民の見守り活動等の取組みを具体化する「地域福祉計画」の策定について）」伺う
（4）地域住民の中でも特に民生委員の役割と我がまちの体制について伺う

（5）失われゆく地域とのつながりをどのように補完していくのか伺う。

という組み立てになるのだろうか。
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